
保育ICTラボ事業　よくある質問

項 カテゴリ 質問 回答

1 自治体連携
同一自治体が複数テーマに関わる（１つの自治体が、１つの事業者の複数計画に参加する、もしく

は複数事業者の複数の事業計画に参加する）ことは可能でしょうか。

可能でございます。ただし、自治体が複数の取組に対応できるか、自治体・事業者間で十分調整のうえ応募していただければと思

います。その後、事務局にて提出された事業計画に照らして実行可能性を確認し判断いたします。

2 経費の対象期間はいつからいつまででしょうか。 対象期間は「交付決定日～2027年2月28日」です。

3 （ア）で複数の事業計画を提出する場合、上限額はどう考えればよろしいでしょうか。
（ア）については、１事業計画ごとに上限1,200万円が設定されているため、複数の事業計画を提出する場合であっても、それぞ

れの事業計画ごとに上限1,200万円が適用されます。

4 実証で活用するICTシステムの導入費用・利用料（SaaS等）は補助対象でしょうか。
他の補助を受けていないシステムにかかる導入費用・利用料については補助対象外ではございませんが、利用目的や事業の遂行に

必要な経費であるかを事務局の方で事業計画に照らし合わせて確認し、補助対象となるかを判断させていただければと思います。

5 委託費に上限はありますか？また委託できる範囲は具体的にありますでしょうか。

明確に割合や金額の上限は設けておりませんが、比率が多い場合には理由をお伺いし事務局の方で補助対象として認められるかど

うかを判断させていただければと思います。委託費が認められる範囲は事業内容に即して個別判断となりますが、原則として、委

託はあくまで補助的（例：調査の一部作業、会場運営の一部、制作の一部等）であり、事業の中核（申請手続き含む本事業の事務

的手続き、企画立案、効果検証の設計、成果取りまとめ、自治体・保育所等との連携・調整等）は申請者自身が実施する必要がご

ざいます。

6 協力施設で使うスマートフォン等のレンタル費用は補助対象でしょうか。 保育所等が本事業のために利用するスマートフォンのレンタル費用は補助対象となり得ます。

7 申請時は想定（概算）で計上し、実績分のみ精算する運用はできますでしょうか。

応募時の見積は概算（想定される施設数・台数・利用期間）で計上することは可能です。精算時には、証憑をもって利用内容を確

認し額を確定しますが、所要額内訳書の「Ⅰ賃金①」と「Ⅱ事業費」、「Ⅲ委託費間」で10パーセント以上の流用が発生する場

合には、計画変更の手続きが必要となりますのでご注意いただければと思います。

8 専従でない社員の人件費を従事時間按分で計上できますでしょうか。

専従ではない方が従事された場合には、本事業に係る従事時間に応じて計上していただければと思います。専従、兼任問わず賃金

を計上する場合には、業務日誌や時間単価の算出根拠の書類等が必要になりますが、本事業で求められる証憑の詳細に関しては、

採択されたのちに事業者様にマニュアル・様式を公開する予定でございます。

9 役員の人件費を計上することは可能でしょうか。

公募要領p,15に記載のとおり、「役員報酬を受け取っていないことが証明できる場合」には対象とすることができます。そのうえ

で、実際に事業実施に直接従事しており、業務日誌等の証憑によって作業時間を証明できる場合には計上することが可能でござい

ます。

10
自社基準の人件費単価の使用可否と、昨年度承認単価の今年度継続使用の可否をご教示いただけま

すでしょうか。

本事業における人件費の積算に当たっては、応募者が自社の単価基準に基づき設定された人件費単価を用いることは可能です。

ただし、その単価の妥当性を確認させていただく観点から、必要に応じて算定の根拠となる資料のご提出をお願いする場合があり

ます。

ご提出いただいた内容を踏まえ、当該単価が本事業の実施に照らして適切な水準であるかを確認させていただきますが、その結

果、内容によっては見直しをお願いする場合がございます。

また、昨年度の本事業においてご使用いただいた単価につきましても、今年度の応募に当たり改めて内容を確認させていただくこ

ととなりますので、同一単価の使用が必ずしもそのまま認められるものではない点につき、ご理解いただけますと幸いです。

11 自社サービスを実証園へ導入する場合、定価（パッケージ価格）で計上できますでしょうか。

原則、事業の実施に当たり、補助事業者の自社又は関係会社の製品・サービス等の調達を行わないこと。事業の効率的な実施のた

め、やむを得ず、補助事業者の自社又は関係会社の製品・サービス等の調達を行う場合には、取引価格から利益相当額を排除し計

上していただければと思います。

補助対象経費



項 カテゴリ 質問 回答

12 様式8（誓約書）・様式9（自己申告書）に押印は必要ですしょうか。 不要でございます。

13 様式４では委託先も記載しますでしょうか。 委託先も含めた本事業の体制を記載していただければと思います。

14 様式6（所要額内訳書）で補助金額が上限額を超える場合、超えたまま提出できますでしょうか。
様式６を提出する際は、補助対象とする項目に「〇」を付けたうえで、補助金額が上限額以内になるよう調整し、アラートが出な

い状態で提出していただければと思います。

15 支払完了を証明する証跡（証拠書類）は何が求められますでしょうか。 採択後の個別MTGで、精算段階で提出すべき書類を説明したマニュアルを共有予定でございます。

16 人件費を計上する際に必要な証拠資料は何かありますでしょうか。 業務日誌や時間単価の算出根拠等が必要です。詳細な証憑・様式は採択後に共有するマニュアルでご案内する予定でございます。

17 定例MTGの頻度はどのくらいでしょうか。 定例MTGにつきましては、隔週1回程度の実施を想定しております（状況に応じて増減する可能性がございます）。

18

本事業の実施期間中において、実証効果の最大化や専門的な知見の獲得を目的として、当初の事業

計画には記載のなかった新たな外部委託先（連携先）を追加し、一部業務を委託することは可能で

しょうか。

採択された事業内容から変更になる場合、基本的に計画変更の手続きが必要になります。

ご質問いただいた外部委託先の追加につきましては計画変更に該当しますので、計画変更を申請いただき事務局が承認をした場合

に限り追加が可能となります。

19 「事務局からの協力依頼」とは具体的に何がありますでしょうか。
現時点では報告会・シンポジウム等のイベント対応、HP公開情報の資料提供等を想定しています。アンケート協力を依頼する可

能性もございます。

20

「過去の厚生労働省・こども家庭庁成果物等」が指し示す具体的な資料やガイドラインの範囲につ

いてご教示ください。

事務局側で指定・推奨される特定のドキュメントがございましたらお示しいただけますと幸いで

す。

事務局として特定の資料やガイドラインを限定的に指定しているものではございませんが、

過去の成果物等の例としては、例えば以下のような資料が考えられます。

・厚生労働省「保育分野の業務負担軽減・業務の再構築のためのガイドライン」（令和3年3月）

・厚生労働省「保育分野の業務負担軽減・業務の再構築のためのガイドライン 業務改善実践に向けた事例集」（令和4年3月）

・厚生労働省「保育所等におけるはじめてのICTハンドブック」（令和５年３月）

・こども家庭庁「生成AIの導入・活用に向けた実践ハンドブック」（令和７年３月）

・こども家庭庁「生成AIの導入・活用に向けた実践ハンドブック事例集」（令和７年３月）

・デジタル庁　行政の進化と革新のための生成AIの調達・利活用に係るガイドライン（令和７年５月）

・こども家庭庁保育ICT導入・活用実践事例集（令和7年度保育ICTラボ事業）（令和８年３月）　　等

上記に限らず、保育ICTの導入・活用や生成AIの適切な利活用等に関して参考となる資料については、

事業の内容に応じて適宜ご参照いただければと考えております。

21

テーマ②について、安全テック3種（カメラ・午睡センサー・見守りタグ）すべての導入が必須で

しょうか。

あるいは、一部（例：午睡センサー・カメラ）に重点を置いた実証であっても、規模別の事例創

出・効果検証として補助対象となりますでしょうか。

一部に重点を置いた検証であっても補助対象になり得ますが、提案内容の採択にあたっては、カメラ・午睡センサー・見守りタグ

を含む複数の安全テックに関して検証を行っていることを評価要素とします。

なお、１つの施設において３種すべて導入している場合に限らず、複数の施設をモデル施設として、それぞれの施設で異なる安全

テックを用いて実証を行っていただいても問題ございません。

提出物

その他

精算関連


